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事業評価報告書 

 

対象事業：ウクライナ国内の戦争被災者のための緊急生活支援事業 

実施団体：ADRA Japan 

提携団体：ADRA Ukraine 

実施期間：2024年 3月 26日―2025年 1月 31日 

 

1. 要約 

1.1 はじめに 

本報告書は、特定非営利活動法人 ADRA Japan（ADRA-J）がウクライナ人道危機プログラムで実施し

た「ミコライウ州およびヘルソン州における国内避難民および地元住民への現金給付事業」の第三者評

価の結果である。本評価では、現地提携団体 ADRA Ukraine（ADRA-U）による事業の実施状況と成果

を分析し、今後の現金給付を含む類似事業に関する意思決定の参考となる知見の提供を目的としてい

る。 

評価に用いたデータ収集は、ADRA-J、ADRA-U、ADRA Slovakia の関係者、国内避難民（IDP）セン

ターの外部関係者、ならびに裨益者を対象に、インタビュー調査（Key Informative Interviews（KIIs）、

In Depth Interviews（IDIs））およびアンケート調査を通じて 2025 年 1 月に実施された。 

 

1.2 主な所見 

⚫ ADRA の支援は、ウクライナ南部や東部の紛争被災地域のニーズに妥当であると評価できる。多目

的現金給付（Multiple Purpose Cash Assistance・MPCA）、食料・生活必需品（NFI）配付、精神保

健・心理社会的支援（MHPSS）はいずれも緊急支援において重要な支援内容であった。これらを

組み合わせることで、より多様なニーズに対応できた可能性があり、今後は支援内容の統合的実施

が望ましいと考えられる。また、MHPSS は他の緊急支援よりも優先順位が低いとされがちな地域

においても、他支援と連携して実施することで、住民の参加を促す効果が期待される。 

⚫ ADRA のアプローチは脆弱な人々を支援することを目的としていたが、最も支援を必要とする人々

が情報不足や登録手段の欠如により支援から漏れる事例があった。たとえば銀行口座関連書類やウ

クライナ市民権を持たない人々は、制度上の条件を満たせず援助を受けられなかった。 

背景には国家・地域レベルの制度的障壁がある。法律・行政・金融システムにより、一部の人々が

公式登録や銀行制度から排除され、支援対象とみなされない。これを解決するには制度改革が必要

であり、代替 ID の承認や居住資格の拡大、銀行制度の調整などが求められる。 

しかし制度改革は時間を要し、人道支援の短期間で実現するのは難しい。そのため人道団体は現場

での柔軟な対応が不可欠である。具体的には、事前の包括的ニーズアセスメントで排除リスクを把

握し、現金の直接配付、モバイル送金、プリペイドカードなど銀行を介さない配布方法を活用す
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る。また、公的 ID を持たない場合には地域当局と協議し、コミュニティ証明書や公共料金請求書

などを代替 ID として認めてもらうことも有効である。 

⚫ 本事業は、ウクライナ南部および東部州における支援実施の難しさを考慮しても、3 つのコンポー

ネントすべてにおいて効率的に実施された。一方で、タイムゾーンの違いや 3 か国にまたがる事務

所間の連携といった運営上の課題は、全体の効率性を下げる要因となっていたと考えられる。ま

た、ADRA の組織体制を見ると、事務所内での人材配置に比べ、現場で活動するスタッフが相対的

に不足しており、組織内での人材バランスに偏りがあることが明らかとなった。特に、大規模な事

業構造にもかかわらず、ADRA-U の 1 名の職員が現地における事業管理のほぼすべてを担い、過度

な業務量が生じていた。このような体制は、職員への過重な負担やバーンアウト（燃え尽き症候

群）のリスクにつながると懸念される。将来的に是正されなければ、ADRA-J の倫理的・組織的信

頼性にも影響を与える可能性がある。 

⚫ 本事業の裨益者に対する緊急支援の実施は有効的で、アウトカム指標が全て達成された。給付後モ

ニタリング（PDM）データによれば、MPCA 裨益者の 95.6%、食料・NFI 裨益者の 94.9%が「基

本的ニーズがある程度またはそれ以上満たされた」と回答した。MHPSS については、1 人あたり

6 回に限定された支援であったものの、多くの裨益者からオンラインカウンセリングが不安の軽減

に寄与したとの報告が寄せられた。これらの結果から、本事業は短期間の緊急対応として極めて有

効であったと考えられる。 

⚫ 本事業で短期的なインパクトは確認されたが、紛争が続く状況下における緊急支援という性質上、

より広範囲にわたるインパクトは測定には適さないと考えられる。この事業は長期的なインパクト

を達成するためではなく、ハリコフとドネツク州の食料、水、住居、生計手段へのアクセスを失

い、心理的外傷を抱えていた人々に対し、迅速な支援を提供することを目的としていたため、イン

パクトは MPCA および食料・NFI の支給による短期的支援に限定される。 

⚫ 本事業は、急性期における裨益者のニーズに迅速に対応することを目的としており、長期的な持続

性を重視した計画ではなかった。一方で MHPSS に関しては、支援を通じて得られた心理的安定や

回復がその後も継続しているかを確認するには、事業終了後に中期的なインパクトのモニタリング

調査を行うことが望ましい。 

 

6. 推奨事項 

6.1 JPF への戦略的推奨事項 

⚫ ウクライナ西部（例：リヴィウ）において、JPF 加盟団体がオフィスを設置することを検討し、

JPF および日本政府のビジビリティを高め、現地団体との持続的な連携を強化することが望まし

い。 

➢ 現地オフィスを開設しない場合でも、遠隔管理の補完手段として、ADRA-Japan 職員が可能な

範囲で定期的な現地訪問を実施することが望まれる。 

⚫ ビジビリティを強化するために、事業の計画段階に現地関係者と協議する際や、モニタリングの実

施時に日本人スタッフが支援対象のコミュニティを訪問することが望まれる。 
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⚫ 各国・各地域の状況に合わせた、明確なローカライゼーション戦略を策定し、今後の実施事業にお

ける整合性と持続性の確保を図ることが重要である。 

➢ 国際的に認知されたローカライゼーション評価指標（例：Humanitarian Advisory Group 

Localisation Framework、IASC の Global Localisation Framework）を事業方針策定に反映させ

れば今後のために有益と考えられる。 

➢ UN 機関や現地提携団体と協力し、JPF および加盟団体が現地主導の人道支援が可能となるた

めに優先すべき活動を明確にすることが効果的な取り組みである。 

➢ JPF と加盟団体が、事業の目標や組織としての責任（ローカライゼーションや人道支援の質向

上など）に対して、どの程度達成できているかを定期的にモニターできるよう、成果指標の枠

組みを構築することで、事業の進捗や成果を客観的に把握しやすくなり、説明責任の明確化や

継続的改善にも資することが期待される。 

⚫ 加盟団体と現地提携団体の間で合意覚書（MoU）を締結し、責任分担やリスクを明文化することが

大切である。 

⚫ 加盟団体間での連携を強化し、セキュリティ情報、情勢分析、ニーズアセスメント等の共同調査を

し、支援の重複を回避するための協調的な取り組みを推進することが望ましい。 

➢ 今後の事業計画書（ToR）では、地域ニーズに関するコミュニティレベルのデータ提示を必須

要件とすることも効果的な取り組みでもある。 

⚫ 加盟団体間のワーキンググループでは、その活動目的が明確になるよう、具体的な参加基準や議題

を設定し、全加盟団体間での知識共有を推進するとともに、今後の短期・長期的な協働の促進を担

う場として機能させることが望ましい。例：ニーズアセスメント、ステークホルダーマッピング、

共同提案作成など。 

 

6.2 ADRA Japan と ADRA Ukraine への推奨事項 

⚫ 紛争下での MHPSS の重要性に関する地域住民への啓発活動を、実施前から行うことが望ましい。 

⚫ 現金給付、食糧・NFI 配布と MHPSS を組み合わせた包括的な支援を行うことで、事業の有効性を

高めるとともに、裨益者による MHPSS への受容意識を促進できる場合もある。 

⚫ MHPSS セッションを 1 人あたり 15 回に増やしたことは、本事業における重要な対応策でした。

しかし、今後、セッションの回数を一律に定めるのではなく、裨益者一人ひとりの状況やニーズに

応じて柔軟に調整できる仕組みを検討することも望ましい。 

⚫ 事業を計画する段階で、迅速なニーズ調査（Rapid Needs Assessment・RNA）を実施し、そのため

に必要な予算や人材をあらかじめ確保した上で、現地パートナー団体の関与も推進することが今後

の事業実施に役立つと考えられる。 

➢ この RNA には、地域関係者やクラスタ関係者へのインタビュー（KII）（8～10 件程度）、選定

された地域でのアンケート調査（約 100～200 件）、市場調査、最低支出バスケット、クラスタ

などからの既存戦略文書のレビューを含めることが望ましい。 

➢ ニーズ分析の際には、IDP センターなどへの現地訪問を通じて、マネージャーや裨益者から直

接データ収集を行うことが有効である。 
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➢ 事業の計画には裨益者や地域社会に対する潜在的なリスクを分析し、性別、年齢、障がい、無

国籍などにも配慮した「Do No Harm」の観点を取り入れることが重要である。 

➢ 生計支援や経済回復支援との補完性を評価し、事業の持続可能性を高めるとともに、市場やウ

クライナ経済全体への貢献、そして脆弱な人々の経済的自立の促進につなげることが望まし

い。 

⚫ MPCA の実施に当たり、UKRSIB 銀行が最も費用対効果が高く効率的な手段であるかを確認するた

め、金融サービス提供機関（Financial Service Providers・FSP）の見直しを行うことが有効と考え

られる。その選定過程では、手数料や手続きの詳細などを示した文書を業務手順書（SOP）等に付

随する形で記録し、透明性を確保することを提案する。 

➢ ATM へのアクセスが困難な裨益者（銀行口座情報の欠如、政府認可の ID を保有していない、

身体的な移動制限がある等）向けに、代替的な給付方法を検討することが望ましい。 

⚫ 市場が機能している状況においては、食糧・NFI 配布よりも、MPCA の実践がより効果的と考えら

れる。事業計画段階でのアセスメントに基づき判断されることが望ましいものの、一般的にこの地

域社会においては現金給付がほぼ例外なく好まれている傾向にあることを踏まえることが重要であ

る。 

⚫ 今後の MPCA では、設定された選定基準が意図せずに非常に脆弱な個人・世帯を除外してしまう

場合にも対応できる柔軟性を維持することが望ましい。ただし、こうした例外的なケースをどのよ

うに特定し、内部で承認するかについては、SOP やその付属文章で明文化しておく必要がある。こ

れは不正利用のリスクを軽減するためである。手順は煩雑にならないように設計すべきだが、少な

くとも 2 名のプロジェクトスタッフ（具体的な役職は要検討）と、ややプロジェクトから独立した

立場にあるスタッフ 1 名が当該ケースについて記録を取り、署名するような仕組みを検討するのが

望ましい。 

⚫ 今後の予算には、常に事業実施スタッフ 2 名を計上することの検討するのが望ましい。これによ

り、緊急時の現地調査や登録確認などへの迅速な対応力が高まるとともに、地域の関係者との連携

や ADRA-U の認知向上にもつながると期待される。 

⚫ 不安定な状況下で活動する ADRA-U のスタッフが適切なメンタルサポートを受けられるよう、今

後の全てのプロジェクトでスタッフが対象の MHPSS へのアクセスを確保する予算を確保すること

が望ましい。 

➢ JPF や日本政府から心理士のサービスを受けるか、職員への月額手当の形で提供することが検

討されるべきである。 

 加盟団体と現地提携団体のスタッフ同士で四半期ごとに話し合いの機会を設け、支援の効

果や活用状況を共有することも有効な選択肢である。 

⚫ 本事業では、ウクライナ側の職員が複数の役割を同時に担っていたことが確認された。今後のプロ

ジェクトでは同様の事態を避けるため、ADRA-J が ADRA-U と情報共有をし、事前の予算編成時

点でスタッフ体制の見直しを検討することが適切と考えられる。 

⚫ MHPSS セッションを 6 回提供した後も継続的な支援を希望する裨益者については、他の支援機関

への円滑な移行を可能にする仕組みの確保することを提案する。 

⚫ 今後の事業では、アートセラピーや子ども向けストーリーテリングなど、創造的な PSS を取り入れ
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るために、事業計画段階から MHPSS の専門家の意見を取り入れることが望ましい。 

⚫ 為替差損などのリスクに備え、予算に柔軟性を持たせるとともに、暗号資産（ステーブルコイン

等）の活用も代替的送金手段として検討に値する。これは、銀行手数料や為替変動、インフレの影

響を避けつつ、送金のスピードも大幅に向上させる可能性がある。 

➢ 「The Giving Block」や「Coala Pay」など、暗号通貨を活用した慈善事業に関する専門機関に

相談することが望ましい。 

➢ 「Funding The Commons」などのオンライン情報も参考になると考えられる。 

➢ 現地事業提携団体が、Discord や Telegram などの暗号通貨関連コミュニティに参加し、情報交

換を通じて理解を深めることも有益である。 


